
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：企画調査費
	事業名　新 文化財の魅力創出広域連携推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　 　　環境生活部　文化伝承課　記念物保護係　 電話番号：058-272-1111（内3587）

　　　　　　　                      　E-mail：c11184@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　6,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　文化財保護法の改正において、「地域で守るべき文化財の掘り起こしを推進する」ことが目指され、県内市町村担当者からは、広域に分布する文化財への県の協力が求められている。本県の恵まれた文化財資源・地域特性を活かし、広域的な連携により文化財の歴史的・文化的価値を掘り起し磨き上げる取組に助成することで、岐阜県内での文化振興・地域振興をめざす。
（２）事業内容

　【補助対象事業】
　①学術研究や調査
　連携企画（テーマやストーリー）に係る（ａ）又は（ｂ）、（ｃ）のいずれかに該当する事業
　　（ａ）文化財調査
　　（ｂ）有識者を活用する事業

　　（ｃ）連携市町村間の調整会議

　②計画策定事業

　（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当する事業
　　（ａ）文化財の魅力創出広域連携推進計画の策定

　　（ｂ）上記（ａ）の計画の拡充

　③研究・調査成果の活用事業

　連携企画（テーマやストーリー）に係る（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当する事業

（ａ）シンポジウム等

　　（ｂ）確認調査見学会や現地説明会等による公開
　④伝承人材の養成事業
　以下に該当する事業

　　（
ａ）文化財ガイド等広域サポーター、コーディネーターの養成
　【補助対象者】
　　広域連携事業を行う市町村、及び以下に掲げる者で構成する広域連携協議会
　　（ａ）複数の市町村
　　（ｂ）その他知事が特に認める者

　【補助率・補助限度額】
　　　○補助率：１/２以内　○補助限度額：2,000 千円

（３）県負担・補助率の考え方

　○　市町村を超えた広域的な取組を支援するものであり、県補助率を1/2とする。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	6,000
	○文化財の魅力創出広域推進事業または計画への助成
　・学術研究や調査への助成

　・研究・調査成果を活用する取組への助成

　・伝承人材を養成する取組への助成

	合計
	6,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　　　文化財保護法の改正において、都道府県は「文化財保存活用大綱」を策定することができるとされており、策定等に関する指針のたたき台（8月27日）では、「域内に複数市町村にまたがる歴史的・文化的関連性を有する地域圏・文化圏があるような場合、当該圏域に特化した取組の方針を定めることで、関連する市町村が円滑に連携して取り組むことが可能となる」と示されている。
また、岐阜県が「文化財保存活用大綱」を策定することになれば、その中に位置づけられ、さらには大綱を勘案しつつ市町村が策定する「文化財保存活用地域計画」にも位置づけられる。
（２）国・他県の状況

　①国の状況
　　文化審議会第一次答申（文化財の確実な継承に向けたこれからの時代にふさわしい保存と活用の在り方について：平成29年12月8日）において、「これまで価値付けが明確でなかった未指定を含めた文化財をまちづくりに活かしつつ、地域社会が総がかりで、その継承に取り組んでいくことが重要」と示されている。また、文化財保護法の改正において市町村が策定することができるとされた「文化財保存活用地域計画」について、保存・活用のために必要な措置として「価値付けや普及啓発等」のソフト事業が例示されている。本補助金は、こうした国からの要請に応え得る取組である。
　②他県の状況

　　国や都道府県の指定文化財については個々に補助金を設けているが、複数の文化財や市町村を対象としたものや、未指定の文化財を対象としたものはほとんど類例が無い。また、文化財の保存や修理、活用に対する補助金は設けられているものの、文化財の価値を掘り起こしたり磨き上げたりする事業（調査や研究）を対象とした補助金はない。本補助金は、全国的に先進的な取組となり得る。
（３）後年度の財政負担
　文化財の保存・活用は、地域文化の継承や地域の経済振興の核の形成にとって重要である。よって、継続的に実施する必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性
　事業主体は、広域で連携した市町村であり、地域文化財の特性や地域性を活かし、文化財の魅力を創出する取組（3年間継続）を通して、地域の文化振興や地域振興をめざすことで、各地域の自助をめざす。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	文化財の魅力創出広域連携推進事業補助金

	補助事業者（団体）
	広域連携事業を行う市町村、及びそれらの市町村で構成する協議会等
（理由）市町村を超えた広域的な取組を支援するものであるから

	補助事業の概要
	（目的）文化財の魅力創出をめざす広域連携の推進

（内容）複数市町村に分布する文化財群の魅力創出を図る取組（3年間継続）を支援

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）1/2以内
（理由）市町村を超えた広域的な取組を支援するものであるから

	補助効果
	文化財の魅力創出をめざす広域市町村の連携強化、文化振興及び地域振興

	終期の設定
	終期　平成３５年度
（理由）事業開始から５年後を目途に終期を設定


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県内各地域にある文化財資源を他地域の文化財資源と連携させ、文化財の魅力を創出する取組を推進させることにより、本県における文化振興・地域振興を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H30年度末)
	目標

(H31年度末)
	目標

(終期)

	①文化財の広域連携参加市町村数
	０
	10
	


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	広域に分布する文化財資源の歴史的・文化的価値を掘り起し磨き上げ文化振興・地域振興を図るためには、県ではなく、地元市町村が主体的に取り組むことが不可欠であるため、その取組を支援することは必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）





